
１ 視察先及び調査事項 

（１）山形市（１１月５日） 

  ○山形市健康ポイント事業ＳＵＫＳＫについて 

 

（２）横須賀市（１１月６日） 

  ○ヘルスケアデータ分析システムを活用した保健指導の取組について 

 

２ 視察結果 

（１）山形市 

   人 口：２３７，８４７人 

   世帯数：１０４，７７９世帯 

   面 積：３８１．５８㎢ 

   （令和７年９月１日現在） 

 

【都市の概要】 

 山形市は、山形県の中部東に位置する同県の県庁所在地である。市街地は、山

形盆地の東南部に広がる扇状地に位置し、県内の経済、文化、教育等の中心都市

としての役割を担っている。また、市の東側は、宮城県の県庁所在地にして１０

０万都市の仙台市と接しており、鉄道あるいは高速道路を利用することにより、

片道１時間３０分程度で移動可能な位置関係にある。 

 山形は、古くは最上と呼ばれ、平安時代末期頃には既に出羽路の主要な宿駅で

あった。室町時代、斯波兼頼がこの地に城を築き、城下町を整えたことで、この

地方の政治文化の中心に発展した。さらに、戦国時代、最上義光の時代には、実

質的な石高が１００万石に達したと言われている。 

 江戸時代中期以降は商業の発達が山形の繁栄を支えた。中でも紅花は全国随

一の生産量を誇り、鋳物の製造なども盛んであった。これらの物産の交流は最上

川を活用した水運を発達させた。 

明治２２年、日本で最初に市制を施行した都市の１つであり、平成１３年に特

例市、その後、平成３１年に中核市に移行している。 

 

○山形市健康ポイント事業ＳＵＫＳＫについて 

・取組の背景 

 山形市は、「健康医療先進都市」と「文化創造都市」の２大ビジョンを掲げて

いる。そのうち、「健康医療先進都市」に関しては、大学病院の医学部があるこ

と、人口に対する病院や医師の数が多いこと、また、温泉などの自然環境や豊か

な食文化等の健康に資する地域資源に強みがあることを生かし、「選ばれるまち



山形市」を目指し、市長の強いリーダーシップの下でビジョンに基づいた施策が

推進されている。 

 平成３１年４月の中核市移行に伴い開設された山形市保健所には、医師、薬剤

師、保健師、管理栄養士、歯科衛生士、精神保健福祉士等の専門職を配置し、健

康医療政策のシンクタンク機能を持たせ、市民の健康データを分析し、エビデン

スに基づいた健康寿命の延伸政策に取り組んでいる。 

 また、中心市街地のグランドデザインでは「歩くほど幸せになるまち」という

テーマを掲げ、居心地が良く歩きたくなる空間、冬でも歩ける消雪歩道、シェア

サイクルの貸出拠点の整備、屋内児童遊戯施設の整備など、「健康医療先進都市」

を具体化するための全庁的な取組が推進されている。 

 

・ＳＵＫＳＫ生活とは 

年齢を重ねてもいきいきと暮らすためには、平均寿命ではなく健康寿命を延

ばすことが重要である。山形市では、１人で日常生活を送るのが困難とされる、

要介護２以上を健康寿命が損なわれた状態と定義し、市民の健康データを基に

その原因を分析した結果、認知症、運動器疾患、脳卒中が全体の８割を占めてい

ることが分かった。これらの予防には、脂質異常症、高血圧症、糖尿病などの生

活習慣病の予防が有効であり、そのために留意すべき行動を、食事（Ｓ）、運動

（Ｕ）、休養（Ｋ）、社会参加（Ｓ）、喫煙・受動喫煙防止（Ｋ）の５つに分類し、

その頭文字を取りＳＵＫＳＫ（スクスク）生活と提唱し、市民の予防活動を促進

している。食事、運動、休養、喫煙防止については国や他の自治体においても同

趣旨の啓発が行われているが、社会参加については山形市が独自に提唱したも

のであり、健康寿命延伸のための重要な要素の１つとして考えているとのこと

である。この社会参加には、インフラ面での整備に加え、高齢者が社会参加する

ことが健康につながるという意味も込められている。 

 

・健康ポイント事業ＳＵＫＳＫについて 

市民がより楽しくＳＵＫＳＫ生活に取り組んでもらうことを目的として、令

和元年９月から健康ポイント事業が開始された。健康ポイント事業は他の自治

体でも行われているが、山形市の取組の特徴は、事業の推進を徹底的に行ってい

る点であると述べられた。累計登録者数は事業開始以来右肩上がりで伸びてお

り、令和７年８月末には１万９，０００人を突破し、年末には２０，０００人に

達する見込みであり、これは山形市の１８歳以上の人口の１割が事業に参加し

ている数値ということになり、他市と比較しても非常に高い普及率とのことで

ある。 

 また、コアターゲットである４０代、５０代といった働き盛りの世代の参加が



多いことも特徴である。 

 

・普及に向けた取組について 

健康施策を展開するに当たっては、健康診断の結果を基にリスクのある個人

を抽出し、特定保健指導や受診勧奨を行い早期治療につなげるハイリスクアプ

ローチと、リスクの有無を問わず集団全体に対して働きかけて啓発を行うポピ

ュレーションアプローチの２つがある。 

ハイリスクアプローチは、リスクのある個人を対象とするため非常に有効で

はあるが、市民全体の健康対策にはつながらない。そのため、市民全体、特に健

康に無関心な層に対していかに働きかけを行い意識を変えていくかという視点

からのポピュレーションアプローチが重要になってくる。 

 

取組① 社会参加を含めた多様な活動にポイントを付与 

 歩くことだけではなく２５０以上の活動がポイント付与の対象となっている。

スマートフォンでＱＲコードを読み取ることによりポイントが付与される。 

 ・祭りなど地域活動への参加 

 ・グラウンドゴルフ 

 ・低山登山 

 ・健康に留意した食事（ＳＵＫＳＫメニュー）の喫食 

 ・スポーツ観戦（現地まで公共交通機関を利用すると加算あり） など 

  

 スマートフォンが使えない方に向けてポイントシールを集める方法も用意さ

れており、利用割合はＱＲコードが８５％、ポイントシールが１５％とのことで

ある。 

 

取組② 楽しみながら続けられる仕組みづくり 

 ・ポイントアップデーの設定（遊び心、インセンティブの付与も重要） 

・市の催しと連携したポイントラリーの実施  など 

 

取組③ 事業所の健康経営への活用推進 

  ・健康は組織、社会全体の問題であると捉え、企業を巻き込んで従業員の健康

づくりをサポートすべく事業所単位での登録も推進している。 

・本来は市民を対象とした事業だが、市内に所在する事業所としても登録する

ことができ、組織の健康づくりのきっかけとなっている。 

・自動更新される歩数ランキングにより組織内の健康意識が高まる。  

 



取組④ 専門家や大手ヘルスケア企業との連携 

 ・楽天グループとの連携 

  楽天ヘルスケアアプリとＳＵＫＳＫアプリの両方に登録することで楽天ポ

イントを付与するイベントを実施した。全国初の企画でマスコミの反応がと

ても大きく、企業との連携はインパクトが強く話題性も重要だと感じたとの

ことである。 

 

取組⑤ 徹底したプロモーション 

 ・出前講座による登録サポートなどの操作説明 

・子どもを入り口にした働き盛り世代の親へのアプローチ 

・マスメディアやソーシャルメディアの活用 など 

 

・ＡＩを活用した健康アドバイスについて 

令和７年２月から、健康診断結果とアプリが記録している直近２週間の歩数

情報等に基づき、ＡＩが血糖値と中性脂肪上昇リスクを分析した結果を踏まえ、

リスク改善のためのアドバイス及びスコア付けを行う機能が追加された。 

年に１度の健康診断ではその時点の情報でしかないため、歩数等の普段の運

動状況を反映させることでスコアが変動する仕組みを作ることにより、日常の

行動変容を促すことを目的としている。 

開発費用は１，０００万円弱でありＡＩを活用した健康アドバイス自体のラ

ンニングコストはない。（ＳＵＫＳＫアプリの利用料として１人当たり年間１，

２００円を市が負担している。） 

 

・取組の成果 

 健康医療先進都市のビジョンを掲げ各種健康施策に取り組んできた結果、１

０年前と比較して平均寿命及び健康寿命が男女ともに延伸している。また、ＳＵ

ＫＳＫアプリ登録者にアンケートを実施した結果、回答者の約９割から健康意

識が向上し行動変容につながったとの回答が得られた。さらに要介護２以上の

認定者の割合が減少するなど、市民の健康寿命の延伸を実現している。 

 

・所見 

健康ポイント事業は全国の自治体で行われているが、山形市の取組は、多種多

様な活動でポイントがたまり、参加者を飽きさせない仕組づくりがなされ、無関

心層に向けた徹底したプロモーション活動などにより、市民における参加者の

割合が他市町村と比べて多い。また、市内の事業所に勤務する１８歳以上の方な

ら市外在住でも参加できるなど、行政のみならず、地元企業等の協力を得て官民



連携で事業を行うことにより、市全体の健康意識の増進に寄与している。 

また、地域の行事に参加することでポイントが獲得できるなど、健康意識の向

上とともに、地域住民としての社会参加活動が推進される事例は大変参考にな

るものであった。 

さらに、ＡＩが健康アドバイスを行うなど市民の健康課題の改善に向けた個

別のサポートの充実に取り組まれており、より身近に健康的な生活を意識でき

る取組が重要であると認識したところである。 

 

 

（２）横須賀市 

   人 口：３６７，０１５人 

   世帯数：１６６，４０４世帯 

   面 積：１００．８０㎢ 

   （令和７年１０月１日現在） 

 

【都市の概要】 

横須賀市は、神奈川県三浦半島の中心部にあり、東京湾と相模湾に面した、海

や緑豊かな自然が残る国際港湾都市であり、ペリー来航の地としても知られて

いる。また、江戸時代にフランス人技師ヴェルニーを招き製鉄所を建設するなど

造船に取り組み、その後軍港都市として発展してきたため、関連する近代化遺産

が多数存在するほか、米軍基地が存在することで国際色豊かな都市であること

も特徴である。なお、市内には、日米安全保障条約に基づく米軍関係施設が３施

設存在し、その面積は水域を除き約３３６万平方メートル、市域の約３．３％と

なる。 

 市制施行は明治４０年２月で、平成１３年４月、中核市に移行した。 

 

○ヘルスケアデータ分析システムを活用した保健指導の取組について 

・取組の背景 

 全国的に人口減少が進む中で、横須賀市も例外ではなく、特に今後は生産年齢

人口が大きく減少することが見込まれている。横須賀市役所としても働き手が

減ることになるので、今より少ない人員で行政サービスの維持向上を目指して

いく必要がある。 

 また、６５歳以上の割合も増えることから、医療・介護に関する行政サービス

の提供を維持するとともに、市民が医療・介護サービスを必要としないよう、

日々健康に暮らしていくことがより重要になってきている。 

 このような中で、横須賀市では令和４年に横須賀市の基本構想・基本計画であ



る「ＹＯＫＯＳＵＫＡビジョン２０３０」を策定し、市役所だけでなく、議会、

市民、事業者が共通して見据える未来が描かれた。この時期は、新型コロナウイ

ルス感染症の流行の時期とも重なっており、生活様式の変化が激しい時期でも

あったが、「変化を悲観せず、受け入れて、立ち向かおう」という明確なメッセ

ージが示されるとともに、基本計画の中では新たなテクノロジーの活用につい

ても明記され、市全体として変化を前向きに捉える姿勢が共有されることにな

った。 

 令和５年４月に策定された横須賀市スマートシティ推進方針においては、「テ

クノロジーはあくまで道具であり、市民の幸福を実現する取り組みを実装して

いくこと」が基本理念とされ、特に市民の生命、安心、幸福に直結する健康分野

を皮切りにスマートシティの推進に取り組んできた。 

 

・ヘルスケアデータ事業について 

高齢化が進む社会においては、健康寿命の延伸に取り組むことが重要である。

横須賀市では、令和４年度から地区担当の保健師による全世代へのアウトリー

チ型の保健活動が開始されたが、限られた人員で、より多くの市民に対して的確

な健康支援を実施するには、市民一人一人の健康状況を把握することが必要と

なる。しかし、そのデータは所管課ごとにそれぞれのシステムでばらばらに存在

していることから、対象者の状況把握に時間を要するほか、データ分析のノウハ

ウも十分でないことがこれまでの課題であった。 

そこで、横須賀市では令和４年度、ＮＴＴ東日本株式会社、国立大学法人九州

大学及び公立大学法人神奈川県立保健福祉大学との産学官連携の下、これまで

市の担当課それぞれが保有していた健康関連データを個人単位で連結、匿名化

し、そのデータの研究、分析を行い、保健師等がより的確な健康支援サービスが

提供できるようヘルスケアデータ事業を開始した。 

 さらに令和７年度からは、２，０００万人分もの健康ビッグデータと、その解

析技術を持つ、株式会社ＪＭＤＣと連携し、ＡＩを活用したビッグデータ解析に

基づいて、将来、健康面で困難に直面する可能性が高い市民を抽出し、その方に

合った支援を実施した上で、そのデータを継続的に蓄積、分析を行うことでより

効果的な健康支援の提供の実現を目指すとともに、健康寿命の延伸並びに医療

費の削減及び適正化に取り組んでいる。この取組は、データ解析結果に基づいて

保健師が実際に健康支援まで行う、全国初の画期的な試みである。 

 取組初年度となる今年度においては、糖尿病の発症リスクがある市民２００

人を抽出し、本人に通知後、食事や運動などに関する重症化予防プログラムを外

部の事業者が提供する予定であり、視察した１１月時点では２００人の抽出が

終わった段階であった。 



 従来は特定健診の結果を基に、主に国の基準値を超える市民を機械的に対象

者として抽出していたが、この取組では、特定健診のデータだけではなく、レセ

プトのデータから病歴や調剤などの多様な情報を総合的に分析し、ＪＭＤＣが

保有するビッグデータと照らし合わせることにより、これまでは抽出できてい

なかった、潜在的に糖尿病発症リスクの高い方を迅速に抽出することができる

ようになり、真に支援が必要な市民に早い段階でアプロ―チすることが可能と

なっている。 

 この取組は、今年のアジア向けの国際会議において日本の先進事例として紹

介され、大変注目されたとのことである。 

  

・保健指導への活用及び今後の展望について 

 横須賀市では、このような新しい抽出基準を用いて２つの事業に取り組む予

定である。 

１つは、現在行われている糖尿病性腎症重症化予防プログラムのブラッシュ

アップである。抽出条件に入院リスクを組み込むことにより、より効果的な対象

者抽出が可能となる。 

もう一つは、現行の基準とは全く異なる入院リスク判定により対象者の選定

を行い、対象者の将来の生活習慣病罹患・重症化リスクを低下させ健康度を向上

させるとともに、長期的な観点から医療費を抑制することを目的とする取組で

ある。具体的には、スマートウォッチを貸し出し、血圧や脈拍、歩数といったＰ

ＨＲ（パーソナルレコード）を基に対象者の運動及び栄養状況について遠隔で保

健指導を行うものである。 

 また、令和７年度は４０歳以上の国民健康保険加入者を分析対象としていた

が、令和８年度以降は後期高齢者医療制度加入者を対象に加えることで、市民の

およそ３分の１をカバーし、介護事業適正化やフレイル予防事業にも活用して

いきたいとのことであった。 

 

・所見 

横須賀市では、今後の人口減少や年齢構成の変化に対応するため、テクノロジ

ーを積極的に活用することの重要性を市役所全体で共有し各種施策に取り組ま

れている。 

今回の視察テーマであるヘルスケアデータ事業については、民間企業と連携

することで膨大なデータを扱い、そのデータを正しく分析する従事者を確保す

るとともに、関連する部局間の連携を密にしながら事業が推進されている。 

データ分析の結果を基に、健康リスクの高い市民を抽出し個別にアプローチ

することで健康寿命の延伸や医療費の削減につながることが期待されており、



個別最適な健康支援に向けた取組は、大いに参考になるものであった。 

また、今後の行政課題は複雑かつ専門性も高くなることから、横須賀市のよう

にテクノロジー及び民間のノウハウを積極的に活用し、部局間で連携を取りな

がら各種施策を推進していくことは、今後より重要になると感じたところであ

る。 



●　山形県山形市視察（令和７年１１月５日）

　　 山形市健康ポイント事業ＳＵＫＳＫについて

●　神奈川県横須賀市視察（令和７年１１月６日）

　　 ヘルスケアデータ分析システムを活用した保健指導の取組について


